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第２回 新型コロナ・インフルエンザ 同時流行対策タスクフォース 

議事概要 

 

１ 日時 

  令和４年10月18日（火） 17:15～18：15 

 

２ 場所 

  厚生労働省省議室（９階） 

 

３ 出席者（※はオンライン参加） 

※日本救急医学会は欠席。 

団体・省庁名 役職名 氏名 

【関係団体】 

日本医師会 
会 長 松本 吉郎（※） 

副 会 長 茂松 茂人（※） 

日本薬剤師会 
会 長 山本 信夫 

常務理事 長津 雅則 

日本看護協会 会  長 福井 トシ子 

日本小児科医会 会  長 伊藤 隆一 

四病院団体協議会 
日本病院会 

会  長 
相澤 孝夫 

日本製薬団体連合会 会  長 眞鍋 淳 

日本医療機器産業 

連合会 
副 会 長 山本 章雄 

日本臨床検査薬協会 会  長 小野 徳哉（※） 

日本医薬品卸売業 

連合会 
副 会 長 荒川 隆治 

【アカデミア】 

日本感染症学会 理 事 長 四柳 宏 

日本小児科学会 会  長 岡  明 

日本臨床救急医学会 代表理事 溝端 康光（※） 

日本プライマリ・ケア 

連合学会 
理 事 長 草場 鉄周 
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【経済団体】 

日本経済団体連合会 常務理事 長谷川 知子 

日本商工会議所 

産 業 政 策 第 一 部 長 

新型コロナウイルス 

感 染 症 対 策 室 長 

山内 清行 

全国中小企業団体中央

会 

専務理事 佐藤 哲哉 

【地方自治体】 

全国知事会 

福井県健康福祉部 

健康医療政策監 

（兼）感染症対策監 

池上 栄志（※） 

全国保健所長会 
会 長 内田 勝彦（※） 

副 会 長 藤田 利枝（※） 

【国の行政機関】 

内閣官房 

内閣審議官 

新型コロナウイルス等

感染症対策推進室長 

迫井 正深 

副長官補室 

内閣参事官 
山下 護 

総務省 

新型コロナウイルス感

染症対策等地方連携総

括官 

大村 慎一（※） 

消防庁 次  長 澤田 史朗（※） 

文部科学省 
大臣官房審議官 

(初等中等教育局担当) 
安彦 広斉（※） 

経済産業省 大臣官房総括審議官 新居 泰人（※） 

国立感染症研究所 所  長 脇田 隆字 

【厚生労働省】 

厚生労働省 

厚生労働大臣 加藤 勝信 

事務次官 大島 一博 

医務技監 福島 靖正 

健康局長 佐原 康之 

医政局長 榎本 健太郎 

医薬産業振興・医療 

情報審議官 

城 克文（※） 
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医薬・生活衛生局審議

官 

山本 史（※） 

労働基準局安全衛生部 

労働衛生課長 
石川 直子（※） 

子ども家庭局審議官 野村 知司（※） 

老健局長 大西 証史（※） 

 

４ 議題 

１．国民への呼びかけ方針について 

２．その他 

 

５ 議事概要 

＜大島厚生労働事務次官の冒頭挨拶＞ 

 本日は、第２回の同時流行タスクフォースに御参加くださいまして、ありがとうござ

います。 

 第１回のタスクフォースで、新型コロナウイルスと季節性インフルエンザの同時流行

に備えた対応ということにつきましてコンセンサスをいただいたところでありますが、

まずは昨日、各地方公共団体に対しまして厚生労働省から説明会を行いまして、地域の

実情に応じた体制整備をお願いするといった形で取組を始めております。地方自治体の

皆様と緊密に連携しながら、11月中旬までに各自治体における必要な体制整備の計画を

策定していただいた上で同時流行に備えてまいりたいと思います。 

 本日は「国民への呼びかけ方針」につきまして御議論を賜りたいと思います。同時流

行下において重症化リスクの高い方に対して適切な医療を提供するためには、事前の丁

寧な情報提供と重症化リスク・疾患等に応じた外来診療・療養への協力の呼びかけが必

要不可欠になってまいります。 

 厚生労働省より、本日は資料として、感染状況に応じた国民の皆様へのメッセージ、

あるいは発信方法について案をお示ししております。どうか忌憚のない御意見を賜りま

すようよろしくお願いいたします。 

 

＜配布資料説明＞ 

 厚生労働省 佐原健康局長より配付資料を説明。 

 ※日本救急医学会からは事前に御意見をいただき、資料に反映することとした。 

 

＜参加団体からの主な意見＞ 

（日本医師会） 

・ 日本医師会では毎週の会見の中で、早期にワクチン接種を受けることや、基本的に感
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染防止対策を続けることの意義を説明している。また、公式ユーチューブチャンネルで

も、オンラインセミナーとして、コロナの罹患後症状などとともにワクチン接種を呼び

かける動画を掲載しているほか、ワクチンの効果、コロナとインフルの同時接種も可能

なことなどを説明した動画を10月５日から既に掲載している。 

・ 今回の措置は国民に大きな行動変容を求めるものなので、国としてもしっかりとした

広報をお願いしたい。 

・ なお、前回タスクフォースで重症化リスクが高くない患者でコロナの自己検査が陰性

の場合には、特に電話・オンラインでインフルエンザの診療・処方とされたが、こうし

た取扱いは、単に同時期の流行というだけではなくて、それぞれの地域の発熱患者数に

対し、診療能力が不足する場合に地域の実情に応じて行われるべきものであり、そうで

はない場合は地域の医療機関を受診することが必要。 

・ 国民への呼びかけに当たっては、同時期の流行などで今年の夏を超える感染拡大が起

きたときに備えた取組であることを御理解いただく必要があり、資料３のリーフレット

案も同様の考え方に立つべき。 

・ 10月14日付で都道府県医師会及び郡市区医師会に対し、同時流行を見据えた発熱外来

の一層の拡充を要請した。 

 

（日本薬剤師会） 

・薬局においては、新型コロナ関連では消毒薬の使い方や効果的な換気の方法、家庭での

感染対策等について、またワクチンについてのご相談、副反応や解熱鎮痛剤の選び方な

ど、様々御相談に応じている。また、抗原検査キットの販売あるいは検査事業を通じて、

その後、どういう行動をとったらよいかということについても情報提供している。 

・さらに全国の小中学校、高等学校の学校薬剤師を通じて児童生徒はじめ学校関係者に対

して感染対策、あるいは公衆衛生に係る情報の提供に努めてきた。 

・同時に流行が始まった場合、第１に、国民の皆様が前もって抗原検査キットやOTC解熱鎮

痛薬を自宅に準備できるよう、薬局や店舗販売業であらかじめの備えに関する呼びかけ

と販売を強化していく。今後の感染拡大に向けて、土曜、日曜、一般勤務者の方が購入

しにくいと御指摘のある夜の帰宅時間などの時間帯でも購入できるように、地域の薬

局・店舗販売業が連携して体制を整備していくことを考えている。日本薬剤師会と日本

保険薬局協会、また日本チェーンドラッグストア協会が３団体で協力し合ってこの策を

進めてまいりたい。 

・また、体調を崩したときにどう行動するべきかについても、地域の薬剤師として、地域

の体制に合わせた情報提供を、薬局等を利用される方々、あるいは買い物に来られる

方々、また、学校薬剤師活動を通じて積極的に発信をしていく。 

・一方で、これまでの感染拡大期には、医療用に限らず一般用を含めて検査キットや解熱

鎮痛剤などの不足が生じた。厚生労働省におかれては、医療用・OTCも含め、検査キッ
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ト、解熱鎮痛剤等の医薬品については、メーカーへの増産の呼びかけや適正な流通の確

保をお願いしたい。あわせて、メディアの皆様には、いたずらに国民の不安を拡大しな

いよう、科学と実態に基づいた冷静な報道をお願いしたい。 

・地域の関係者やこのタスクフォースの皆様と連携して、国民・患者が必要な医薬品を確

実に速やかに入手できるよう、責任を持った体制整備を進めてまいりたい。 

 

（日本看護協会） 

・ この冬に新型コロナウイルスと季節性インフルエンザの同時流行が起こるのではない

かという危機感は共有している。まずはそのようなことが起きないための対策が大変重

要だが、特に基礎疾患をお持ちの方、高齢者、妊産婦など重症化リスクの高い方々への

感染を防がなくてはならないと考える。 

・ このような方々に日頃から接しているのは医療機関、訪問看護ステーション、福祉施

設、助産所など現場の看護職であり、感染予防策の徹底、ワクチン接種、体調不良時の

早期受診の呼びかけ、規則正しい生活習慣の心がけ等々について看護職が果たす役割は

非常に大きい。 

・ それでも感染が拡大してしまったときには、これまでと同様、看護職としての役割を

果たしてまいりたい。 

・ 同時流行時に特に負荷がかかると予想されている発熱外来では、看護職は重症の方が

速やかに診療を受けられるようトリアージの役割が期待されている。在宅療養者には訪

問看護師が、健康フォローアップセンターでも看護職が中核的な役割を果たすことにな

る。 

・ 同時に看護職の確保を進める必要がある。これまでもナースセンターは、潜在看護職

の復職支援に成果を上げているほか、看護協会は看護職の応援派遣の調整を行ってきた

が、今後とも看護職確保に注力してまいりたい。 

・ 国民への呼びかけについて、資料３にあるような適時適切な呼びかけができるよう、

現場の看護職に周知を図ってまいりたい。 

・ 今月から全国６地区に分けて、看護協会長または看護協会の役員に向けて同時流行に

対する体制確保について共有をしている。国民の皆様に対しては、本会、都道府県看護

協会のホームページ、SNS等を通じて資料３にあるようなメッセージの周知を図ること

はもちろん、フェーズごとに必要に応じワクチン接種の呼びかけを行った際に実施しま

した会長によるメッセージ動画の掲載についても検討したい。 

・ 今後も都道府県看護協会とともに現場の看護職を支え、感染対策・体制を確保してま

いりたい。国においても、看護職への支援をぜひ拡充していただきたい。 

 

（日本小児科医会） 

・ ワクチンについて、５歳から11歳のワクチン接種に関しては、きちんとした確保を行
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い、経費等を考慮するといった事務連絡を国から出していただいたが、都道府県、自治

体によって格差が生じているので、今回、６か月から４歳のワクチンを接種するに当た

って指導していただきたい。 

 冬は小児科医をはじめ、６か月から４歳のワクチン接種者や保護者もビジーな時期で

あることを踏まえた対応をお願いしたい。 

・ 抗原検査キットは研究用のものを使わないでというメッセージがあるが、実際、患者

さんはネットで買うと800円ぐらい、それから、医療用が1,500円ぐらいだと聞いており、

これを何とか国の指導で研究用を販売できないように、消費者庁とコンタクトを取って

いただいて指導いただけないかと考えている。研究用という字がすごく小さく書いてあ

り、一般の方には区別がつかないので、よろしくお願いしたい。 

・ 発熱外来は頑張って行ってまいりたいが、大人と違って１人で外来に来るわけではな

く、親や兄弟も来てスペースがかなり必要となるので、疲労困憊していくと考えている。 

・ 消防庁から搬送時間のデータを、第７波、第６波、第５波を比較したものが出ている

が、大人が中心だが子どももスムーズに、医師から二次、三次の医療機関に搬送できる

ように対応をお願いしたい。 

 

（四病院団体協議会） 

・ 医療の逼迫を避けるためにも感染の拡大抑制は大変重要。心配している点として、キ

ットによる自己検査は、医療機関の外来の負荷を減らすためには必要だが、この検査で

陰性であった者の行動がクラスターを生じさせるのではないかといったことや、定性検

査キットの検査で陰性であったとしても、症状発生初日や10日目以降の場合は感染して

いないとは断定できないと、抗原検査用キットの活用に関するガイドラインには記載さ

れていることがあげられる。 

・ このため陰性だった場合にでも、感染していないとは断定できないことから、家族や

周りの方に感染させないように、感染拡大防止策を確実に実施してくださいというメッ

セージをぜひ出していただきたい。 

・ また、医療機関に従事している者の家族に対するワクチンの接種をぜひ優先的にして

いただきたい。これがないと、医療機関に従事する者が心配で、なかなか十分に働くこ

とができないので、是非お願いしたい。 

 

（日本製薬団体連合会） 

・ 今般、同時流行への備えとして、解熱鎮痛剤の増産が最大限に重要な局面であるとい

うことを認識しており、さらなる増産に取り組むべく先発・後発企業問わず、各団体、

製薬協、ジェネリック協会、OTC協会を通じて強く依頼をしてまいりたい。 

・ 具体的には、在庫の放出、増産に向けた人員のシフト、製造ライン稼働率の最大化、

委託製造先との増産協議等に鋭意取り組んでまいりたい。 



 

7 

 

 

（日本医療機器産業連合会） 

・ 新型コロナウイルス感染症拡大でその重要性が再認識された医療機器として、人工呼

吸器、ECMOといった重症者向けの医療機器から、コロナウイルスの検査キット、ワクチ

ン接種用のシリンジ、さらにはパルスオキシメーター、マスク、体温計に至るまで、国

民の健康と生命を守るために必要不可欠な医療機器・医療資材の安定供給に努めてきた。 

・ 今後、懸念されている新型コロナウイルスと季節性のインフルエンザの同時流行に関

しては、早めのワクチン接種並びに、感染拡大時には検査キットによる自己検査やセル

フケアが重要な対応策となる。 

・ 病院や診療所等の医療機関に対しまして、決して医療を止めることがないよう、また、

国民の皆様が安心して御自宅でセルフケアが行えるよう、検査キットをはじめとして引

き続き必要な医療機器、医療材料の安定供給に努めてまいりたい。 

・ 特に国民の皆様におかれましては、御家庭で正確な自己検査を行っていただくために

も、検査キットは国が承認したものを御使用いただきますようお願いしたい。 

・ また、20団体、4,300社ある我々医療機器メーカー自身が従業員やその家族による感染

拡大等により、生産及び流通などの事業運営に支障を来すことがないよう、基本的な感

染対策の継続と合わせて、自己検査への備えとセルフケアについて、会員団体を通じて

各企業への周知徹底をしていきたい。 

 

（日本臨床検査薬協会） 

・ 新型コロナウイルス流行拡大当初から３年間で以下のような取組を行った。 

 １ 会員企業が関連する臨床検査薬を開発し、緊急承認などを受けて、品質の担保され

た体外診断用医薬品を医療現場に迅速に供給した。 

 ２ ホームページに会員企業が取り扱う新型コロナ関連検査薬一覧を公開し、これらの

検査キットの仕様及び特徴等を医療従事者向け情報として発信。 

 ３ 一般の方々に対し、KOLによる新型コロナに関連した解説動画を作成、公開。 

・ また、新型コロナ抗原定性検査キットについては、一般の方々が使用する際の参考に

なるような情報提供として、 

１ 新型コロナウイルス感染症の医療用抗原簡易キット及び一般用検査薬の一覧公開。 

 ２ 検査関連５団体が連携して、一般の方々が薬局等で購入した検査キットを適切に使

用していただくための使用上の注意点等に関するQ&Aを作成。 

 ３ 新型コロナウイルス検査に関わる各種情報、リンクのまとめを作成 

 といった取組を実施し、ホームページにも掲載している。 

・ 同時流行の可能性が懸念される中、関連検査キットの安定的な供給に対しては、会員

企業と連携し、様々な活動を通じて、引き続き医療機関、一般の方々、患者の皆様へ貢

献できるよう努めてまいりたい。 
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（日本医薬品卸売業連合会） 

・ 医薬品卸は、新型コロナウイルス感染症の拡大以降、ワクチンや抗原検査キットなど

について、厚生労働省、地方自治体、関連団体などとの連携を図り迅速かつ柔軟な配送

を行ってきた。また、季節性のインフルエンザワクチンにつきましても、流行に備え、

円滑な接種への支障が生じないように努めている。 

・ 仮に新型コロナと季節性インフルエンザの同時流行が発生したとしても、限られた時

間内で限られた医療資源の効果的な供給を実現し、国民が適切に医療を受けられるため

には、国民に限らず、医療、医薬品に関する全てのステークホルダーの皆様に対して冷

静な対応を促すことをお願いしたい。 

・ 2011年の東日本大震災の時の医薬品供給の逼迫の経験からしても、在庫の偏在を最小

限にすることが重要。そのためにはメーカーの供給情報のタイムリーな御提供、私ども

卸の流通在庫の適切な情報提供、そして、医療機関の過去実績あるいは実際の患者数に

基づいた適切な発注により、不必要な在庫の偏在による供給不足は回避できるものと考

えている。 

・ 同時流行に向けた国民への呼びかけが、国民に過度な不安を生じさせることなく、ひ

いては医療に支障が生じることにならないよう、国民にとって大変重要なものと認識し

ている。 

・ 医薬品卸は、当該ワクチンや検査キットなどの配送について、同時流行時にあっても

感染予防に配慮しつつ、安定供給に最大限努めてまいりたい。 

 

（日本感染症学会） 

・ 本日は資料４－１を提出している。日本感染症学会にはインフルエンザ委員会があり、

今年も例年どおりのインフルエンザ診療を推奨している。 

・ 学会としては、これまで早期診断・早期治療を推奨してきたが、インフルエンザを含

めた急性呼吸器感染症のオンライン診療については、診断が難しいこと、治療が必要な

患者を見逃す可能性があることから、これまでは推奨していなかった。 

・ 今回は、自宅静養・オンライン診療を受ける可能性のある基礎疾患のない青少年・壮

年の方に起きることが考えられるため、必要があれば対面診療に切り替えることを考慮

することが大切。 

・ 医療が逼迫する蓋然性が高い現状を踏まえ、本日お示しをした診療のフローを近日中

にホームページに掲載して、医療機関さらには国民に対して協力を求めていくが、平時

では、引き続き対面診断・早期診断・早期治療がインフルエンザ診療の根幹だと考えて

いる。国においても十分周知をしていただくようにお願いしたい。 
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（日本小児科学会） 

・診療所・病院の区別なく、かかりつけ医として発熱した子どもへの適切な対応を会員に

呼びかける予定。新型コロナを特別扱いするのではなく、症状に応じて、かかりつけ医

を中心として診療する地域での体制整備を呼びかけてまいりたい。 

・ 今回は全年齢向けに、高齢者等に対して速やかな発熱外来の受診を推奨している。並

べて記載されている小児について、誤解をされて、時間外であっても急いで医療機関を

受診すべきだと受け取られないように周知をお願いしたい。 

・ 第６波以降は、小児も新型コロナでの有症状者も増え、重症や亡くなる子どもも増加

しているが、やはりほとんどが軽症で、リスクのない軽症の子どもの救急受診の必要性

は低く、全員を必ず検査する医学的な必要性も低いと思われる。 

・ 軽症の子どもは、時間内にかかりつけ医に受診をしていただき、新型コロナ、インフ

ルエンザにかかわらず中等症以上の子どもがいつでも受診をできる小児救急医療体制

を維持することが極めて重要。また、証明書のための医療機関への小児の受診を控える

ような点も重要と考えている。 

・ 小児医療が逼迫した状況の中では、重症化リスクの低い軽症者については、電話診療

等も考慮される。しかし、リモート診療も原則としてかかりつけ医あるいは小児科医に

よるということは大事な点と考えている。 

・ 子どもへの新型コロナワクチンの接種については、引き続きワクチンの重要性を説明

していきたい。先日の厚生労働省の調査でも、残念ながら亡くなられたお子さんの多く

はワクチン接種をしていなかったということが示されており、大変残念。引き続き小児

科医会と一緒にワクチン接種の意義について説明をしていく予定。 

 

（日本臨床救急医学会） 

・ 日本臨床救急医学会としては、適時適切な救急医療機関の受診、救急車の利用を国民

に周知すべく、アカデミアの立場でこれまでも情報を発信してきた。具体的には、総務

省、消防庁が「救急お役立ちポータルサイト」に掲載している救急車利用リーフレット

及び救急受診ガイド2014の作成に協力し、適時適切な救急医療機関への受診、救急車利

用を国民に呼びかけた。また、本年８月には日本救急医学会、日本感染症学会、日本プ

ライマリ・ケア連合学会との合同で、国民に向けた緊急提言「限りある医療資源を有効

活用するための医療機関受診及び救急車利用に関する４学会声明」を公表した。 

・ 新型コロナと季節性インフルエンザの同時流行において、救急搬送事案が急増し、救

急医療の逼迫により搬送先選定困難例が増加することが懸念されるが、医療機関受診や

救急搬送の遅れにより患者の病状が重篤化することは避けねばならず、限りある救急医

療資源を有効に活用しつつ、緊急性の高い患者への適時適切な救急医療の提供を今後も

維持していきたい。 
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（日本プライマリ・ケア連合学会） 

・ 今回の同時流行の一番大きなポイントは、重症化リスクが高い方を速やかに医療機関

につなげること。その反面、自主検査を行いながら自宅待機するということを強調する

ことになる。そういった重症化リスクの低い方が迷わないように、安心して療養できる

ようにどうサポートするかが最大のメッセージになると考えている。 

・先ほど四病院団体協議会の相澤日本病院会会長からも御意見あったように、自己検査の

感度には限界があるため、検査が陽性、陰性にかかわらず、症状のある方はまずは自宅

で療養し他者に感染させないようにし、また、リスクが低い方については検査が陰性の

場合でも、症状が重いまたは症状が長引く場合には受診を妨げるものではないことを強

調していただくことで、適切に医療に繋がるよう情報を発信していただきたい。 

・ また、検査の感度が発症直後は低いということがあるため、母親は陽性だが子どもは

陰性というケースも発生する可能性がありえる。そのため、症状が比較的落ち着いてい

る方であれば、翌日以降の検査、可能であれば自己検査を推奨することを打ち出してい

ただきたい。 

・ 小児科学会様及び小児科医会様からも御意見あったが、逼迫時に小学生以下の全ての

方が救急外来、小児科を受診するとさらなる逼迫が想定され、電話診療など、他のツー

ルを使ったような相談などの対応も記載していただきたい。 

・ 日本プライマリ・ケア連合学会では、ユーチューブでコロナ関連の番組等を作成して

おり、この会議の方針を踏まえて番組を作成し、国民への周知に全面的に協力をさせて

いただきたい。 

 

（日本経済団体連合会） 

・ 経団連では、新型コロナウイルス感染症発生以降、感染拡大を抑えつつ社会経済活動

止めないようにという政府からの要請への対応も含め、様々な取組を行っている。 

・ 感染拡大初期においては、マスク128万枚、防護服９万点を医療現場に寄贈し、人工呼

吸器等に関わる80万件を超える特許の無償開放を行った。その後、オフィス用と製造事

業場用のガイドラインを策定して加盟企業に遵守を呼びかけてきた。 

・ 感染拡大期においては大規模な出勤抑制、テレワークの実施の要請なども重ねて行っ

ており、また、ワクチンの供給開始後には職域接種の推進、ワクチン接種を積極的に推

進してきた。このほか、政府からの水際措置の見直しの周知、緊急事態宣言、まん延防

止等重点措置に関わる呼びかけなど様々な対応を行ってきた。 

・ 今回の同時流行に関わる周知活動に関しては、資料４－２として配布させていただい

たが、本日付で経団連の全会員企業、団体に対し、本タスクフォースで議論されている、

外来受診、療養の流れのモデルの周知に加え、第１に、従業員等に対するワクチン接種

の推進とともに、職域接種やワクチンで発熱した場合のワクチン休暇等の協力の呼びか

け、第２に業種別ガイドラインの見直しに関するお願い、第３に抗原定性検査キットの
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準備や多数の欠勤者が出た際の事業継続計画、いわゆるBCPの点検・整備の呼びかけの

４点の周知を行い、明日開催される経団連の役員会の場でも、この説明をする予定であ

る。 

・ 経済界としても、同時流行のリスクを最小限にしながら、社会経済活動を止めないよ

うに、政府と一体となって対策を講じてまいりたい。 

 

（日本商工会議所） 

・ 資料４－３として配付させていただいているとおり、日本商工会議所では、全国515

商工会議所を通じまして123万会員に対して周知活動を行っている。具体的には、政府

対策に関する情報提供と具体的に会員事業者に協力を要請するものと分けて対応して

おり、今回の枠組みに関係するところであると、医療機関や保健所からの証明書の取得

に対する配慮などを求めてお願いしてきたところであり、今回の内容とあわせて、オミ

クロン型のワクチン接種の促進やワクチン休暇などについても周知をしてまいりたい。

また、近日中に、全国の商工会議所との定例会議があるため、丁寧に内容を説明してい

きたい。 

・ 先週、今回の御提案について報道され、各地の商工会議所会員事業者から多くの質問

が寄せられた。内容は、抗原検査キットの入手及び使用方法、オンライン診療、自宅に

おける薬の受取り、リスクの低い方の新しい対応フローなどについて、非常時に備えた

対応にいつから入るのかというものであった。これらの質問について、丁寧な説明を行

うことで、御理解いただいており、本件に関する周知などについても協力していくため、

ぜひ分かりやすいメッセージの発出と広報をお願いしたい。 

 

（全国中小企業団体中央会） 

・ 私たちは全国で約３万の中小企業組合を傘下に抱えており、これらの企業数、個人事

業者数を合わると約270万社以上をカバーしており、資料４－４にこれまでの周知の取

組などを掲載しているが、中小企業組合を通じて全国に情報を発信している。 

・ 経済情勢が不安定ではあるが、水際対策の緩和や全国旅行支援により正常化への期待

がある中で、中小企業の一番の課題である人手不足が顕在化してきており、その中で、

同時流行が起きた場合には、経済情勢の回復、事業の拡大に大きく水を差されることに

なる。 

・ 私たちも今回御提示をいただいた取組、支援ツールやその他を資料４－４に記載して

いる媒体や会合を通じて全国の組合に周知をしてまいりたい。 

・ また、資料４－４に記載しているとおり、過去に職域接種を実施した例があり、再度

職域接種が始まった場合には、問合せが増えてくるため、適切な情報提供と、これらの

ワクチンや検査キットなどの資材の安定供給を引き続きお願いしたい。 
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（全国知事会） 

・ 発熱外来の逼迫を避けるために、高齢者など重症化リスクの高い方に対応していくと

いう考え方に一定の理解はしているが、外来受診・療養の流れは複雑である印象を受け

る。特に基礎疾患の有無については、自分で該当しないと考え、受診の遅れによって病

気の見落としにつながらないか不安がある。 

・ この点について、現状、福井県では、発熱等の症状がある方については、等しく医療

機関の受診を呼びかけている。同時流行時においても、重症化リスクの低い方を含めて

自己検査か受診か迷う場合には、まずは受診相談センターへ連絡することを強調すると

いうように、それぞれの地域に合った形での運用を認めていただきたい。 

・ 医療体制については、住民の方が迷うことがないよう、そして、適切に治療につなげ

ることができるように、コロナとインフルを同列に扱い、できるだけ外来で対応を維持

していくことが大切ではないかと考えている。 

・ 外来診療を強化することは入院医療の負荷を軽減することにもつながるため、診療報

酬の支援の継続など、国において引き続き発熱外来の強化を支援していただきたい。 

・ 最後に、病床について、同時流行の対応の中、資料１では、新型コロナ病床を引き続

き維持とされているが、今回の補助制度の見直しにより、病床を減らす意向を伝えてき

ている医療機関もあり、病床確保にブレーキがかかっている。小児や透析など特定の患

者の受入れ病床は、患者の発生状況によらず常に体制を整えておく必要があるため、こ

れらの病床は使用率のカウントから外すなど、実態に即した見直しをお願いしたい。 

 

（全国保健所長会） 

・ これまで全国の保健所は、感染拡大防止対策及び患者さんの療養支援を行ってきた。

第４波ぐらいまでは入院調整や自宅療養者の療養支援に難渋することも経験する中で、

在宅酸素療法の整備に取り組んだ。第６波、第７波では、リスクが高い患者さんの自宅

療養でも、適切な診療対応を医療機関の皆様に行っていただき、入院にまで至らない事

例が多くなった。かかりつけ医から受入れ病院に直接入院調整をしていただく事例も増

えてきた。 

・ 今後、同時流行に向けて、地域で重症化リスクを持つ患者さんのことを最も理解して

いる、かかりつけ医の機能に期待するところが大きい。発熱した場合に、かかりつけ医

がコロナを診断治療し、自宅療養中に相談に応じ、必要に応じて再診察や検査や点滴な

どを行い、入院が必要と判断した場合には、保健所や入院受入れ病院に相談していただ

くといった地域の診療体制をさらに準備していく必要がある。 

・ また、若い方やリスクの低い方は、高熱が出る３日程度が過ぎると症状が軽くなるこ

とが多いので、その間の対応をできる限り知っていただき、準備をしていただけるよう、

広報をしていきたい。 
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＜国立感染症研究所脇田所長のコメント＞ 

○ 新型コロナ・インフルの同時流行に備えた体制整備はぜひしっかり進める必要がある

と、感染研、アドバイザリーボードも考えています。ただ、ここへ来る前に感染状況を

確認してまいりましたが、先週から新型コロナに関しましては全国的な再拡大へ転換し

た局面と思われますので、ギアを１段上げていく必要があると思います。コロナには再

拡大に対しての準備が必要と思います。 

○ 一方、インフルエンザですけれども、西日本のほうからやや微増傾向がありますが、

まだ流行には入っていないという状況で、学級閉鎖など、少しずつ報告されている状況

と聞いています。 

○ 新型コロナについて、今のところBA.2系統、BA.4又はBA.5系統、どちらの系統の流行

かはまだはっきりしていない状況ですが、２価ワクチンの接種が始まっておりますので、

こちらはできるだけ早く打っていただくということで、海外事例などを見ておりますと、

今回の波は医療機関のクラスターも出ているということですので、医療従事者、先ほど

家族の接種もというお話がありました。医療従事者への接種を特に進めてほしいと考え

ております。また、接種間隔は短縮を検討されているということですので、ぜひ接種を

年内に進めていただきたいと思っています。 

○ 第６波、第７波で一般医療への影響を経験したところです。コロナの合併があるなし

にかかわらず、特に冬場、心血管障害、脳血管障害が増えるという局面になりますので、

救急外来を含めて医療提供体制の準備が必要と考えています。 

○ こうした中で、医療関係者、関係団体含め国民と一体となって、この流行抑制の取組

が必要と考えております。それが被害の抑制の戦略につながると思いますので、まずは

基本的な感染対策をしっかり呼びかけること、それから、できるだけ早くワクチンを接

種していただくように呼びかけること、そして、検査キット・解熱剤の家庭での準備、

そういったものを呼びかけていくということが重要と思います。 

○ それとともに、受診フローを再度確認していただくということで、若い人は特に、健

康フォローアップセンターへの登録の呼びかけというものもしっかりやっていく必要

があると考えています。 

  

＜加藤厚生労働大臣の閉会挨拶＞ 

○ 本日は、新型コロナ・インフル同時流行タスクフォースの２回目の会合に、各界を代

表する皆さん方にお集まりいただきまして、お忙しい中本当にありがとうございました。 

○ 新たに参加いただいた団体も含めて、合計19の民間や地方の団体の皆さんに新型コロ

ナ・インフルの同時流行に向けて、それぞれ取組の現状として、呼びかけ等を含めた具

体的な取組等について御説明をいただきました。 

 また、新型コロナ・インフルの同時流行に向けて、国民の皆さんへ具体的なメッセー

ジや発信方法についても御確認をいただいたところであります。 
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○ 同時流行下において重症化リスクの高い方への重点化を含め適切な医療を確実に提供

していく必要があります。今日、各団体からもお話をいただいたように、そのためには

発熱外来等医療提供体制、また、相談体制の構築を図っていくということ。さらには解

熱鎮痛剤等の薬、検査キットの円滑な供給、ワクチン接種の推進、感染防止対策の徹底

など、今日お話をいただいた取組をさらに進めていただくとともに、また、いただいた

御意見等に対して、私どももできる限りの対応を今後も図っていきたいと考えていると

ころであります。 

○ 加えて、国民の皆さんへの事前の丁寧な情報提供、また、重症化リスク・疾患に応じ

た外来受診や療養の協力の呼びかけ、こういったものも当然必要となっております。 

今後は感染状況に応じて、皆さんと一丸となって適切なメッセージの発信や、必要な

対応を最大限行っていきたいと考えております。 

○ 厚労省としても、呼びかけ内容をまとめたリーフレットなどについては、引き続き関

係団体の皆さんとも調整をさせていただいた上で、できれば10月下旬より様々な場面で

情報発信を行っていきたいと考えております。 

○ また、ぜひ皆さんにおかれても、それぞれの立場から情報発信を積極的にお願いした

いと思います。 

  改めまして、本日は有意義な機会をつくっていただき、また、お忙しい中御参加いた

だきましたことに改めて感謝を申し上げます。ありがとうございました。 

 

以上 


